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不動産業における業務負荷軽減の必要性
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不動産業の残業時間
不動産業は多業種と比較して労働時間が長い傾向があることから、就業者の負荷が
高く、効率化の困難な業務が多いことが推察される

出所 : OpenWork 働きがい研究所『日本の残業時間 定点観測 2023年11月版』よりGOGEN作成 出所 : パーソル総合研究所・中原淳『長時間労働に関する実態調査』、不動産仲介事業者へのヒアリングよりGOGEN作成 
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不動産業の人手不足
不動産業の求人数は多い状態が続いており、宅地建物取引士資格の人気の高まりほど
には、求職者に就業先としての魅力を訴求できていない可能性がある

出所 : 1. マイナビキャリアリサーチLab『業界研究レポート 不動産業界(2025年2月)』、厚生労働省『一般職業紹介状況』よりGOGEN作成 2. 不動産適正取引推進機構『RETIO』『宅建業者と宅地建物取引士の統計概要 (2024年6月1日更新) 』よりGOGEN作成

Appendix 01にも参考情報
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宅地建物取引士として働く人の高齢化
若い世代における資格の人気が高まる一方で、産業の魅力が訴求できているとは言い
難く、中長期での人材確保には負の影響を及ぼす可能性がある

出所: 1. 帝国データバンク『全国「社長年齢」分析調査 (2023年) 』よりGOGEN作成、2. 不動産適正取引推進機構『宅建業者と宅地建物取引士の統計概要 (2024年6月1日更新) 』よりGOGEN作成、3. 不動産適正取引推進機構『RETIO』『宅建業者と宅地建物取引士の統計概要 (2024年6月1日更新) 』よりGOGEN作成
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宅地建物取引業者数の中長期予測
宅地建物取引業者は中長期で減少し、特に地方部には宅建業者のない地域における
不動産取引の困難が問題になる可能性がある

出所：全国宅地建物取引業協会連合会 『人口減少等を踏まえた空き家対策等における宅地建物取引士の業務のあり方に関す
る研究報告書 令和６年３月』よりGOGEN作成

出所：全国宅地建物取引業協会連合会 『令和２年度 中小不動産業者のあり方に関する調査研究報告書』よりGOGEN作成
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超高齢化社会で高まる宅建業の社会的意義① - 空き家
高齢化と人口減少社会において、増加していく空き家の取引を担う宅地建物取引士の
役割は一層重要になっていく

出所: 野村総合研究所『2028～2043年の空き家数と空き家率 (2024年6月13日ニュースリリース)』より GOGEN作成 出所: 全国宅地建物取引業協会連合会 『人口減少等を踏まえた空き家対策等における宅地建物取引士の業務のあり方に関す
る研究報告書 令和6年3月』よりGOGEN作成
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超高齢化社会で高まる宅建業の社会的意義② - 相続
「親のマイホーム」の取扱により、今後更に増加していくことが見込まれる不動産相
続を支えることも、宅地建物取引士の重要な役割である
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出所: 厚生労働省『令和5年 人口動態統計 (確定数) 』、国立社会保障・人口問題研究所『日本の将来推計人口 (令和
5年推計)』出生中位 (死亡中位) 推計よりGOGEN作成

出所: 国税庁『令和5年分 相続税の申告事績の概要』よりGOGEN作成

相続財産の⾦額の推移 (不動産) 65歳以上の人口と死亡数



不動産売買仲介業の特徴
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不動産業の主な事業と本提言の対象範囲
本提言は、主として不動産仲介業 (売買) の業務を対象としている

※本提言に必要な前提を確認する目的で整理されたものであり、実際の不動産関連ビジネスには、この分類に含まれない事業や、同時に複数に該当する取引や業務も存在する

出所：総務省『日本標準産業分類 (平成25年10月改定)－分類項目名、説明及び内容例示』、畑中 学 (2022)『図解即戦力 不動産業界のしくみとビジネスがこれ1冊でしっかりわかる教科書［改訂2版］』p.13 からGOGEN作成
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不動産仲介行の業務効率化が難しい主な理由の例
消費者個人を顧客として、高額な財の取引を、各種ステークホルダーと調整しながら
進めていくという業務の特性により、効率化のハードルは高い

出所 : GOGEN作成




